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１．は じ め に
タマラ・ハレーブンは1991年の「家族史と社会変動の多様性」の論文1) で1960年代から
1990年までの家族史研究の研究史を丹念にフォローしている。筆者の問題関心から見れば,
そこでは1960年代における家族史研究としてエンリとグベールによる歴史人口学をはじめと
して, ラスレットらによるケンブリッジ・グループ, ヘナルの西欧結婚タイプなどが取り上
げられている。1970年代にはラスレットによるライフサイクル・サーヴァント研究と関連づ
けながら, それ以降のアメリカでのエルダーによるライフコース研究, 世帯外での親族研究
が取り上げられている。また家族と社会的, 経済的変化との相互関係を重視する視点からメ
ンデレス, メデック, レヴァインにより展開されたプロト工業化 (Proto-industrialization)
と家族の研究も取り上げられ, それは非常に得るところの多いレビューであった。しかし,
そこで取り上げられた研究はほとんど特定地域における事例研究による家族史研究といって
よいだろう。
ところが1990年以降の家族史研究に大転回が起こったのである。その拠点はアメリカのラ
グルス（Steven Ruggles）をリーダーとするミネソタ大学人口センター（The University’s
Minnesota Population Center）である。最近のミネソタ・デイリー紙にこれまでのミネソタ
大学人口センターが狭いヘラーホールから広いウイリーホールに移動し, スタッフも過去の
10人から100人に増加し, 世界で一番大きなセンサス・データベースをもつ拠点の１つにな
ったことが報道されている2)。
以下では筆者がアメリカ, カナダ, イギリス, アイルランドにおける19世紀から20世紀に
かけての伝統的家族を数量的, 比較史的に分析, 検討するために利用することのできる人口
センサスをデータベース化しているミネソタ大学人口センターの動きとそこを拠点としたア
メリカ, カナダ, イギリスの人口センサス・データベース化の１つである NAPPプロジェ
クトの現状を検討しておく。その作業は上記の研究を遂行していくための前提になるからで
ある。そしてそれらのデータのなかでイギリスの人口センサス・データをアイルランドの移
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民の家族構造分析に利用してみたいと思う。
２．ラグルスの人口センター構想
ラグルスによる人口センター構想は彼の著書である『長期結合：19世紀イングランドとア
メリカにおける拡大家族の上昇』3) にさかのぼる。彼の家族史の視角は, 過去に近代化や産
業化以前には拡大家族が支配的形態でありそれ以降核家族に変化したという神話が1963年に
ラスレットらによるケンブリッジ・グループにより打破されたものの, それ以降産業化以前
において核家族が支配的家族形態であったという新しい神話が形成されてきたところに求め
られている。しかし, 彼はアメリカとイギリスでは1750年から19世紀末にかけて拡大親族を
含む世帯の割合が２倍に増加し, 19世紀末には拡大家族世帯が20％であつたことに注目した
のである。そして, その割合はそれ以降減少し, 1971年にイギリスで7.7％, 1984年にはア
メリカで6.0％に減少したという。ラグルスはそのような19世紀末の拡大家族世帯の存在を
世帯レベルではなく個人レベルでの家族構造の測定によって追究しようとしたのである。つ
まりそこでは拡大親族を含む世帯の割合を測定するよりは, むしろ拡大親族と同居する人々
の割合を測定する必要性が強調されているのである4)。彼がそこで用いたデータは特定地域
のデータであったために, 彼はそのような問題関心を追究し続けるために全国的な人口セン
サスのデータベース化の必要性をそれ以降強く認識していたとみられるのである。したがっ
て彼が後述するように1991年から開始した IPUMSのプロジェクトを現在まで継続させてい
ることからもそれが判断されよう。
まずミネソタ大学人口センターの成立を見ておけば, それは1999年までにミネソタ大学の
５人の人口学研究者がそれまでに何年間かにわたって協議し, 2000年３月に設立した組織で
ある。その組織を簡単にみれば, それは大きく管理コア, 情報技術コア, データ・アクセス
共同作業コアに区分される。管理コアはすべてのプロジェクトの管理運営を行う部門である
が, それはラグルスを含めて６人から構成される。情報技術コアはプログラミング, ネット
ワーク・サーヴィス, グラフ・ウェッブデザイナーなどの技術的作業を主に担当する部門で
あり, そこには11人のスタッフがいる。データ・アクセス共同作業コアはデータ入力オペレ
ータ（６人), 共同研究スタッフ (４人), 博士修了研究員（３人), 調査研究員（８人), 調
査顧問（４人), 大学院生研究助手（27人), 学部生研究助手（25人）から構成されており,
人口センター全体ではそのスタッフの総数が100人近くになる5)。各スタッフは100以上ある
仕切りボックス（Cub）でそれぞれの作業を担当しているのである。
そして人口センターでは現在 HCP (Historical Census Projects, 歴史センサス・プロジェ
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クト), IPUMS (Integrated Public Use Microdata Series, マイクロデータの統合公開利用プロ
ジェクト), IPUMUS―INTERNATIONAL（マイクロデータの統合公開利用国際プロジェク
ト), NAPP（North Atlantic Population Project, 北大西洋人口プロジェクト), NHGIS (Na-
tional Historical Geographic Information System, 全国歴史地理情報システム), SHADAC
(State Health Access Data Assistance Center, 全国健康保険アクセスデータ援助センター),
IHIS (Integrated Health Interview Series, 健康に関するインタビューの集積）という７つの
プロジェクト6) が同時に運営されており, 人口センターの財源は各種の研究費補助に基づい
ているが, その主要な補助金は全米科学財団（National Science Foundation）によるところ
が大きい。
このようなミネソタ人口センターのプロジェクトのなかで本稿に関連するプロジェクトは
北大西洋人口プロジェクト (NAPP) であり, 以下ではその内容を詳細に検討しておきたい。
３．北大西洋人口プロジェクト
北大西洋人口プロジェクト（以下 NAPPという）はカナダ, グレート・ブリテン, アイ
スランド, ノルウェー, アメリカの５カ国における19世紀末の完全な人口センサスのマイク
ロデータを統一された基準でデータベース化することを目的としている。そして2000年にプ
ロジェクト関係者がミネアポリスに集合し, 統一プロジェクトの目標と詳細な作業プランを
決定したのである。このプロジェクトに参加しているのはミネソタ大学人口センター, エセ
ックス大学・イギリス・データアーカイブ（UK Data Archive, Essex), トロムセー大学・ノ
ルウェー歴史データ・センター (Norwegian Historical Data Centre, Tromso), ベルゲン大学
・ノルウェー人口センサス・コンピューター・アーカイブ (Digital Archive of the Norwegian
National Censuses, Bergen), オタワ大学カナダ研究所 (The Institute for Canadian Studies,
Ottawa) であり, そのプロジェクトの中核的役割をミネソタ大学人口センターがもつものと
みてよい。そしてそのプロジェクトの参加者は単に各国のデータ総体を提供するのではなく,
共通のコードシステム化と構成変数の統一したデータベース化の展開をそこで確認したので
ある7)。
アメリカの人口センサスの開始は1790年であるが, 完全にデーターベース化できる人口セ
ンサスは1850年から2000年までである。カナダの開始は1841年であるものの, 1861年から
2001年のセンサス個票が残存している。またイギリスでは最初のセンサスは1801年であるが,
完全にその原簿や個票が残存しているのは1841年以降である。そのようなセンサスの残存状
況のなかで, NAPPはグレート・ブリテンが1881年, カナダが1881年, アイスランドが1870
年と1901年, ノルウェーが1865年と1900年, アメリカが1880年のセンサスをそのプロジェク
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トの当面の対象に選定したのである。このような５つの国に限定した理由として, これらの
国々が人的, 通商の移動により密接に結合していることがあげられている。つまりそれぞれ
の国民は出生率, 死亡率の減少や収入, 移民の増加, 経済的成長を含む社会的, 経済的, 人
口学的変化を共通に経験しており, 統一されたデータベース化は各国の結合と変化の理解を
高めるだろうという認識がそこに存在しているのである8)。
このような目的をもったプロジェクトにおけるセンサスのデータベース化には表１に示さ
れたような変数が認められる。その変数は直接センサスからえられた直接変数とそれらの変
数から新しくプロジェクトで構築された構築変数に区分される。筆者はすでにアイルランド
の1901年と1911年センサスを, 州, 郡, 救貧区連合, 教区, 選挙区, 姓, 名前, 世帯主との
関係, 宗教, 読み書き能力, 職業, 年齢, 婚姻状況, 出生地, 英語とゲール語の会話能力,
個人的疾患などの変数を直接変数に, 世帯員数, ハメル・ラスレットの世帯区分, 年齢コー
ホート, 職業コードなどの変数を構築変数にしたデータベースを作成し, それらのデータに
もとづいて19世紀から20世紀初頭の家族構造を明らかにした9)。したがってそれは筆者と基
本的には同じ作業をしているものの, それらの作業が大規模なデータベース化およびグロー
バル化であり, それらに対して非常な驚きを感じざるをえない。
表１10) によるとグレート・ブリテン（イングランド, ウエールズ, スコットランド), カ
ナダ, アメリカのセンサスは直接変数（表１では Xで示されている）がほぼ類似している
ことがわかるが, そこではそれはグレート・ブリテンが17変数, カナダが14変数, アメリカ
が16変数であるが, 家族分析にとくに重要な変数である世帯主との関係の項目がカナダでは
1881年の人口センサスの調査項目には欠落しており, それを直接変数にすることができない。
その項目はセンサスの制度として1901年のセンサスに組み入れられることになるが, プロジ
ェクトでその世帯主との関係が変数として構築されることになっている。そして構築変数
（表１では Cで示されている）もほぼ類似傾向があり, グレート・ブリテンが28変数, カ
ナダが29変数とアメリカが28変数になっているが, そのような統一した変数化は人口の比較
やデータベース化には当然必要な手続きであるといえよう。
つぎに表１の内容を詳細に検討しておこう。データファイルは個人単位と世帯単位に区分
される。ここでの世帯は「共同の住居をともにしている人々の集団｣11) と定義されている。
そして世帯には直接変数と構築変数の２つの変数があり, 世帯の直接変数には国, 都市・町
・村, 州, 教区, 選挙区などが, 構築変数には世帯員数, 都市・農村居住, 世帯タイプ, ハ
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表１．北大西洋人口プロジェクトの変数
Great United
Country Britain Canada Iceland Norway States
Census year 1881 1881 1870 1901 1865 1900 1880
Eunmeration rule de facto de jure both both de jure both de jure
No. of person records (000) 29,000 4,280 70 79 1,702 2,240 50,155
Household record
Household characteristics
Country X X
City, town, village X X X X X X X
Province/state X X X X X X
Parish X X X X
Eunmeration district X X X X X X
School district X
Address X X X X X
Microfilm reel or folio number X X X X X X X
Census page number X X X X X X X
Number and type of rooms X
Farm residence C C X X X X C
Constructed household variables
Record type (household) C C C C C C C
Household sequence number C C C C C C C
Number of persons in household C C C C C C C
Group-quarters residence C C C C C C C
Group-quarters type C C C C C C C
Urban/rual residence C C C C C C C
Size of place C C C C C C C
Metoropolitan area C C C C C C C
Community characteristics C C C C C C C
Household type (UN system) C C C C C C C
Household type (Hameel/Laslett) C C C C C C C
Number of families C C C C C C C
Size of primary family C C C C C C C
Number of children under 18 C C C C C C C
Number of married couples C C C C C C C
Number of secoundary individuals C C C C C C C
Person record
Individual characteristics
Relationship to household head X C X X X X X
Age X X X X X X X
Sex X X X X X X X
Occupation X X X X X X X
Marital status X X X X X X X
Place of birth X X X X X X
Parental birthplace X
Citizenship/nationality X X X
Ethnicity/race X X X X
Religion X X X
Disability X X X
Surname X X X X X X X
Given name X X X X X X X
Absent or visiting on census day X X X
Constructed person variables
Record type (person) C C C C C C C
Person number in household C C C C C C C
Socioeconomic scores C C C C C C C
Surname similarty code C C C C C C C
Location of spouse C C C C C C C
Location of own mother C C C C C C C
Location of own father C C C C C C C
Number of own children C C C C C C C
Number of children under 5 C C C C C C C
Age of eldest own child C C C C C C C
Age of youngest own child C C C C C C C
Note. X＝variable taken derectly form source. C＝constructed variable.
(出所) Evan Roberts, Steven Ruggles, Lisa Y. Dillon, Olof Gardatsdottier, Jan Ollervoll, Gunnar Thorvaldsen
＆ Mathew Woollard, The North Atrantic Population Project, Historical Methods, 362, 2003, 823 か
ら転載。
メル・ラスレットの世帯類型, 家族員数, 19歳以下の子供数, 既婚カップル数などの変数が
含まれている。また個人には直接変数として世帯主との関係, 年齢, 性, 職業, 婚姻状況,
出生地, 両親の出生地, 公民権・国籍, 人種, 宗教, 姓, 名前, 疾病状況など, 構築変数と
して世帯における個人数, 社会・経済スコア, 配偶者の所在, 本人の父母の所在, 本人の子
供数, ５歳以下の子供数, 長子の年齢, 末子の年齢などの変数がそれぞれ含まれている。
以上のような変数を準備するには各国の統一した変数の確定とその変数のコード化が必要
である。とくに変数のコード化は困難な作業をともなうものといえるだろう。年齢, 性, 婚
姻状況, 宗教などの変数の統一したコード化は国ごとの相違が少ない変数なのでコード化が
容易であるものの, 職業, 出生地, 家族関係の変数のコード化は難しい作業になってくる。
ここではコード化が困難だった事例の１つとして職業のコード化をみておこう。すでに
NAPP は職業分類の基本的枠組みとして歴史的国際標準職業分類（HISCO, Historical
International Standard Classification of Occupations）を適用することを確認していた12)。その
HISCOシステムは1968年に国際連合の国際労働機関（ILO, International Labour Office）で
作られた国際標準職業分類（ISCO, International Standard of Classification of Occupations）
を 歴史的職業に拡大修正して適用させたものである。そしてその HISCOはベルギー, ブ
リテン, カナダ, フランス, ドイツ, オランダ, ノルウェー, スウェーデンの８つの国にお
いて1690～1970年の期間における男女の職業で頻度の高い1000の職業に対するコード化に基
づいたものである13)。さらに NAPP は自分達のプロジェクトに適用できるようにその
HISCOシステムを修正したのである。
NAPP の職業コードは大分類（Major groups), 中分類（Minor groups), 小分類 (Unit
groups), 項目（Heading）の４層構造から形成されている。そして HISCOと NAPPの職業
コード化の相違はつぎの２点である14)。第１の相違は NAPPの方が HISCOより職業コード
総数が1881から約650のコードに減少していることである。そこでは除去されたコードが歴
史的データに発見できなかったので, それらを減少させたとしても問題が生じないと判断さ
れたのである。第２の相違はいくつかの新しいカテゴリーを付け加えたことと特定の職業項
目のグループを変更したことである。例えば, 農場経営者の項目は HISCOでは大分類では
Ⅰ．管理経営労働に分類されていたが, NAPPではそれを大分類Ⅵ．農業労働に分類の変更
がなされている。また NAPPが新しく加えたカテゴリーもある。たとえばそれは化学工業
で HISCOの分類ではすでに消滅している職業であるが, NAPPでは売薬人（drugs), 火薬
(gunpowder), 木炭製造（charcoal）などを新しく加えることになった。
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４．NAPPのデータベース化による新しい方法的アプローチ
以上のような NAPPによる人口センサスのデータベース化により NAPPプロジェクトは
つぎの５つの方法的アプローチを新しく展開することができるとしている。それは人口のサ
ブ・グループ化を可能にする方法, コミュニティ研究, 長期的分析の可能性, 多次元分析の
可能性, 地理的情報システムの可能性の５つである15)。たとえばコミュニティ研究はこれま
で歴史学や社会学ではもっとも成果の見られる研究アプローチの１つであるが, サンプルデ
ータであればコミュニティを特定化することが出来なかったのである。しかし全国的データ
であれば, 研究者がコミュニティとして選定したデータをそこから抽出でき, それを詳細に
集計, 分析することが可能になるのである。そしてそれらのデータは同じ国の他の地域のコ
ミュニティとの比較, さらに国際比較をも可能にさせてくれる貴重なものである。
また長期的分析の可能性に関しては, これまで人口センサスが単年度の調査であるという
性格を持つために, その集計データが静態的性格を強く持つ横断的データであるという問題
点がたびたび指摘されてきた。しかし, 各年度のデータを連結させることにより縦断的デー
タを得ることが可能になり, それはこれまでの問題点をある程度解決させる方法になるであ
ろう。たとえばカナダの場合, 現在の1881年人口センサスのデータベース化以前に, すでに
ヨーク大学のダロー (Gordon Darroch）により1871年の人口センサスの１％サンプルがデー
タベース化され, またヴィクトリア大学のセガー（Eric W. Sager）とバスカーヴィル (Peter
Baskerville) により1901年の人口センサスの５％サンプルがデータベース化されていたので
ある。さらに後述するようにグエルフ大学で現在進行している1891年のデータベース化が終
了すれば, われわれは1871年から1901年までの30年間のリンケージ化された資料の利用が可
能になるのである｡16)
アメリカではラグルスが1860年から1910年の人口センサスにおいて, 1880年のセンサスデ
ータを基点とした1860年と1880年, 1870年と1880年, 1900－1910年と1880年のリンケージを
計画している17)。そのリンケージの判断基準は姓, 名前, 出生年, 性, 人種, 出生州や国で
ある。筆者はすでにアイルランドの３教区 (parish) において1901年と1911年人口センサス
のリンケージを選挙区, 姓, 名前, 性, 年齢にもとづいた手作業により行い, その成果を提
起した18)。しかしこれまでの手作業によるリンケージ化がリンケージ・ソフトを用いること
により人口センサスの各年度でのリンケージ化が容易になってきたのである。今後そのよう
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15）Evan Roberts, Matthew Woollard, Chad Ronnander, Lisa Y. Dillon, Gunnar Thorvaldsen, Occupational
Classification in the North Atlantic Population Project, Historical Methods, 362, 2003, 85.
16) ditto, op. cit. 85. セガーやバスカーヴィルによるカナダの1901年センサスプロジェクトに関しては,
The Canadian Families Project, Historical Methods, 334, 2000, を参照のこと。
17) Steven Ruggles, Linking Historical Censuses: A New Approach, IMAG Workshop, Montreal , November
1011, 2003, 5.
18) 拙稿,「20世紀初頭におけるアイルランドの農民家族｣, 『桃山学院大学社会学論集』, 361, 2002,
148..
にデータのリンケージ化がなされることのより, それはこれまでより縦断的手法が整備され
ることを意味している。その結果, リンケージ化は時系列的分析の可能性を増加させ, それ
らはさらに研究領域の拡大化や深化をはかることができるようになるだろう。
５．NAPPデータ利用の事例としてのアイルランド移民
NAPPプロジェクトは５つの国の19世紀末における人口センサスのデータベース化により
今後多方面の研究が可能になることを予測している。そしてプロジェクトは産業化, 出生率
の変化, 世帯と家族構成, 国際的移民を具体的テーマとしてあげている19)。
NAPPのデータを利用した研究として論文が2005年現在で９本, ワーキングペーパーが
４本, 学会のプレゼンテーションが19本すでに存在している。また NAPPプロジェクトの
内容に直接かかわる研究として, 論文が２本, 学会のプレゼンテーションが12本あるが20),
今後さらに NAPPデータを利用した研究が増加するものと予想される。
そこで筆者はアイルランド人のイギリスへの移民をテーマとして NAPP のイギリスの
1881年データ (イングランドとウエールズのデータ) からどのような事実を導くことができ,
それをどのように解釈できるのかという作業を以下で行いたいのである。
（１）アイルランド移民の研究
アイルランドの移民の研究状況は1995年にアイルランドのコーク大学に設立された移民研
究アイルランドセンターの代表であるマックアンリによる簡単なレビューによりある程度把
握することができる21)。そこでは1970年代までのアイルランドの移民研究のパイオニアとし
て William Forbes Adams, Arnold Schrier, Damian Hannanの名前が挙げられている。1980年
代以降の研究として Donald Akenson, David Noel Doyle, David Fitzpatrick, Kerby Miller,
Cormac O’Grada, Brendan Walsh, Patrick O’Farrellらの研究が列挙されている。また新しい
手法を用いてフィールドワークをした研究が取り上げられている。たとえば女性移民に視点
をおく Hasia Dinerや Janet Nolan,長期間継続研究をしている Bruce Elliott,親族ネットワー
クの再構成のアプローチにもとづく David Fitpatrick研究があげられている。さらに最近の
新しい視点としてアイルランド移民を世界システム論からとらえる Jim Mac Laughlinの研
究などが紹介されている。
日本でのアイルランドの移民研究には富岡次郎22), 本多三郎23), 斎藤英里24) による貴重な
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19) Evan Roberts, Steven Ruggles, Lisa Y. Dillon, Olof Gardarsdottir, Jan Oldervoll, Gunnar Thorvaldsen &
Matthew Woollard, The North Atlantic Population Project, Historical Methods, 362, 2003, 86.
20) North Atlantic Population Project, Publications, http://nappdata.org/publication.shtml
21) Piaras Mac Einri, Introduction, in Andy Bielenberg (ed.), The Irish Diaspora, Pearson Education, 2000,
5.
22) 冨岡次郎, 『現代イギリスの移民労働者』, 明石書店, 1988
23) 本多三郎, ｢19世紀中葉イギリスにおけるアイルランド人貧民｣, 『アイルランドナショナリズムの
歴史的研究』, 論創社, 1981, 3968.
研究がすでに存在している。このようにイギリスへのアイルランド移民に関してはすでに多
くの研究が蓄積されており, 本来まず先行研究を渉猟して分析枠組みを明確化させる必要が
あるが, それは別の機会に譲るとして, ここではこれまでほとんど検討されてこなかったイ
ギリスでのアイルランド移民の家族構造を明らかにする視点からデータを分析および解釈す
ることにとどめておきたい。
（２）イギリスにおけるアイルランド移民の家族構造
以下で筆者は NAPP プロジェクトにおける1881年のイギリスセンサス (イングランドと
ウエールズを含むデータ) の個票データを用いてアイルランド移民問題を検討するのである
が, その個票でカテゴリー化されているアイルランド出生者には一世は含まれるものの, イ
ギリスで出生した二世や三世が含まれていないという問題点が依然残されたままであること
を付け加えておく。そこでイギリスにおけるアイルランド人の移民状況を踏まえたうえでア
イルランド移民の家族構造を分析することになるが, まずアイルランド移民のイギリスでの
地域的属性をみておこう。
① アイルランド移民の地域的属性
表２はセンサスの地域区分によりアイルランド出生者とイギリス出生者をクロス集計した
ものである。1881年におけるイギリス全人口に占めるアイルランド出生者は2.1％の55万人
弱である。1841年から1971年のアイルランド出生者のイングランド・ウエールズに占める割
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表２. 地域別人口分布 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
東部イングランド 1.3 5.3 5.2
島嶼部 0.6 0.5 0.5
ロンドン 14.5 14.4 14.7
モンマス・ウエールズ 3.9 6.2 6.1
北部イングランド 11.7 6.2 6.3
北部ミッドランド 2.0 6.5 6.3
北西部イングランド 40.1 13.9 14.4
南東部イングランド 5.4 9.7 9.6
南部ミッドランド 1.7 6.9 6.8
南西部イングランド 2.3 7.3 7.2
西部ミッドランド 6.0 11.9 11.7
ヨークシャー 10.4 11.3 11.2
総人口 544596 24871802 25864702
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
24) 斎藤英里,「19世紀イギリスにおけるアイルランド人移民の特質｣, 森 廣正編『国際労働力移動の
グローバル化』, 法政大学出版局, 2000．
合は最高時の1861年で3.0％であり, それらは1845年の大飢饉の影響があるものと判断され
るが, 1881年においても大飢饉によるアイルランド移民の家族を捉える視点からもこの時期
は重要な時期とみなされてよいだろう。それを地域区分からみればアイルランド出生者が分
布する地区は北西部イングランドで40.1％を占め, 以下ロンドンの14.5％, 北部イングラン
ドの11.7％, ヨークシャーの10.4％という順序を示し, それらの４地域で全体の76.7％を占
め, それらの地域への集中分布がそこに顕著に認められるのである。
すなわち全体の人口分布と比較すれば, 突出している地域は北西部イングランドと北部イ
ングランドである25)。それらの傾向をさらに州単位で示したのが表３である。それは北西部
イングランドではランカシャーが一番多く40.1％のうち38.5％を占め, 以下ロンドンを含む
ミドルセックスの10.9％とサリーの4.3％, 西ヨークシャーの7.9％, ダラムの6.7％という分
布をそれぞれ示している。したがってアイルランド移民はこれらの５州に68％を集中させて
いるのである。つまりアイルランド移民は工業地帯に集中していたのであり, とくにこの時
期においてもランカシャー州においてリヴァープール, マンチェスター, プレストン, ボル
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25) 地域区分と州区分の関係をみておくとつぎのようになる。1. London=The intra-metropolitan area of
Middlesex, Kent and Surrey, 2. South-Eastern Division=Surrey & Kent (extra-Metropolitan), Sussex,
Hampshire, Berkshire, 3. South Midland Division=Middlsex (extra-Metropolitan), Hertfordshire,
Buckinghamshire, Oxfordshire, Northants, Bedfordshire, Cambridgeshire, 4. Eastern Division=Essex,
Suffolk, Norfolk, 5. South-Western Division=Wiltshire, Dorset, Devonshire, Cornwall, Somersetshire, 6.
West-Midland Division=Gloucestershire, Herefordshire, Shropshire, Staffordshire, Worcestershire,
Warwickshire, 7. North-Midland Division=Leicestershire, Rutland, Lincolnshire, Nottinghamshire,
Derbyshire, 8. North-Western Division=Cheshire, Lancashire, 9. Yorkshire Division=Yorkshire (North,
East and West Ridings), 10. Northern Division=Durham, Northumberland, Cumberland, Westmorland, 11.
Wales Division., Matthew Woollard with Mark Allen, 1881 Census for England and Wales, the Channel Isles
and the Isle of Man: introductory user guide v. 0.4, History Data Service The Data Archive , University of
Essex, 1999, 556.
表３. 州別人口分布 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
Cheshire 1.3 0.9 0.9
Cumberland 2.5 0.9 1.0
Devonshire 1.2 2.4 2.4
Durham 6.7 3.3 3.4
Glamorganshire 2.1 2.0 2.0
Hampshire 1.6 2.2 2.2
Kent 2.9 3.8 3.8
Lancashire 38.5 13.0 13.5
Middlesex 10.9 11.0 11.3
Northumberland 2.3 1.7 1.7
Sttaffordshire 2.4 3.9 3.9
Surrey 4.3 5.5 5.6
Warwick 1.7 2.9 2.8
Yorkshire Esat 1.0 1.4 1.4
Yorkshire North 1.5 1.3 1.3
Yorkshire West 7.9 8.6 8.5
Total 547511 24896343 25894983
(注) アイルランド出生者が１％以上の州のみ挙げた｡
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
トン, ウエストダービーなどの工業都市に集中度が高かったのである。さらにこのように特
定の地域に集中分布したアイルランド移民の分布状況を農村―都市という区分で示した表４
で集中地域を再確認しておくと, アイルランド出生者は農村に57.3％, 都市に42.1％であり,
それは一見農村分布が多いものと見られるが, それをイギリス出生者（74.4％と25.5％）あ
るいはイギリス全体（73.7％と26.2％）と比較すればアイルランド出生者の都市における比
重が圧倒的に高いことが明確に読み取れるのであり, それは工業地帯での移民の集中度を裏
付けるものいえる。そのような都市部に集中したアイルランド移民はどのような職業に従事
していたのかという問題がつぎに検討されねばならない。
② アイルランド移民の職業的属性
表５は世帯主職業（414の職業分類)26) をアイルランド出生者とイギリス出生者に区分し,
アイルランド出生者の職業のうち0.5％以上の職業を抽出したものである。それらの職業38
種類のうち一番多い職業は一般労働者の13.1％であるが, それが特定化されていないところ
に注目されるべきである。つまりそれは多くは日雇い労働者を意味しており, 大都市の基幹
労働部門の土台を形成していたのである27)。それはイギリス全体の割合である5.3％と比較
しても2.5倍多くなっている。それ以外で２％以上の職業を挙げるならば, それは鉄工業の
3.8％, 炭鉱夫の2.7％, 港・ドック・波止場・灯台サービスの2.4％, 農業労働者の2.4％,
テーラーの2.2％, 家内サーヴァントの2.2％, レンガ職人の2.1％, 木綿・木綿品製造の
2.1％, 靴製造・販売の2.0％という順序を示しており, それらの職業により全体の1/3が,
さらに38種類の職業で半数以上が占められていることは注目されてよい。それらをイギリス
出生者や全体の数字と比較してみると, 農民・畜産業, 農業労働者・農場サーヴァントの職
業が極めて低く, アイルランド移民が都市部に居住することとも関連して, アイルランド移
民の職業は不熟練・半熟練労働者が中核を占めながらも, そこには職業の多様性も明らかに
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26) Kevin Schurer and Matthew Wollard, National Sample from the 1881 Census of Great Britain 5% Random
Sample, Working documentation version 1.1, University of Essex, Historical Censuses and Social Surveys
Research Group, 2002, 4652.
27) 本多三郎,「19世紀中葉イギリスにおけるアイルランド人貧民｣, 『アイルランドナショナリズムの
歴史的研究』, 論創社, 1981, 66.
27) 斎藤英里,「19世紀イギリスにおけるアイルランド人移民の特質｣, 森 廣正編『国際労働力移動の
グローバル化』, 法政大学出版局, 2000, 32.
表４. 都市・農村居住と出生地との関係 (％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
農村部 57.3 74.4 73.7
都市部 42.1 25.5 26.2
その他 0.5 0.1 0.1
計 547511 24896343 25894983
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
認められるのであり, そこにみられる就業構造は斎藤の指摘27) と対応するものといえる。
表６は個人単位の職業をアイルランド出生者とイギリス出生者に区分し, アイルランド出
生者の職業のうち1.0％以上の職業を抽出したものである。それによると一般労働者が9.2％
で一番多く分布するのは世帯主単位のそれと同じであるが, 以下家内サーヴァントが6.4％,
木綿・木綿品の製造が3.1％, 農業労働者が2.5％, 兵士が2.0％, 炭鉱夫とテーラーがそれぞ
れ1.8％, 洗濯・浴槽サービスと港・ドック・波止場・灯台サービスがそれぞれ1.5％, レン
ガ職人と行商人・路上販売がそれぞれ1.4％, 靴製造・販売の1.3％であり, 以下日雇い雑役
婦（家政婦), 婦人帽・服・コルセット製造という職業も認められる。このように個人単位
で職業をみても世帯単位と若干職種は違うものの, アイルランド移民の職業は不熟練・半熟
練労働者が中核を占めながら, それ以外は雑業層といわれるインフオーマルセクターに従事
していることに顕著な特徴を認めることができたのである。ここではそのような都市部に生
活していたアイルランド移民が不熟練・半熟練労働者を中核とし, それらに雑業層であるイ
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表５. 世帯主の職業分布 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合計
Civil Service (officers and clerks) 0.6 0.4 0.4
Police 0.6 0.5 0.5
Army (effective/retired) 0.5 0.1 0.2
Army Pensioner 0.6 0.1 0.1
Clergymen (Established Church) 0.5 0.4 0.4
Phisician, Surgeon, General Practioner 0.5 0.3 0.3
Domestic Indoor Servant 2.2 1.1 1.1
Charwomen 0.9 0.6 0.6
Commercial Clerk 0.7 1.1 1.1
Other Railway Officials and Servant 0.7 1.0 1.0
Carman, Carrier, Carter, Haulier 0.8 1.5 1.4
Seaman (Merchant Service) 0.9 0.6 0.6
Harbour, Dock, Wharf, Lighthouse Service 2.4 0.4 0.4
Messenger, Porter, Watchman 0.8 0.5 0.5
Farmer, Grazier 0.8 5.1 4.9
Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 2.4 7.3 7.1
Gardener (not domestic) 0.5 1.1 1.1
Carpenter, Joiner 1.0 2.6 2.6
Bricklayer 2.1 1.4 1.4
Mason 1.5 1.1 1.1
Plasterer, Whitemaster 0.5 0.3 0.3
Painter, Glazier 0.7 1.1 1.1
Lodging, Boarding House Keeper 1.4 0.5 0.6
Grocer, Tea, Coffee, Chocolate Maker, Dealer 0.6 1.4 1.4
Cotton, Cotton Goods Manifacture 2.1 1.6 1.6
Tailor 2.2 1.3 1.4
Milliner, Dressmaker, Staymaker 0.6 0.6 0.6
Shoe, Boot-Maker, Dealer 2.0 2.1 2.1
Coal Miner 2.7 4.1 4.0
Ironstone Miner 0.6 0.3 0.3
Gas Works Service 0.5 0.3 0.3
Brick, Tile-Maker, Burner, Dealer 0.5 0.5 0.5
Iron Manufacture 3.8 1.9 1.9
Blacksmith 0.5 1.3 1.2
General Shopkeeper, Dealer 0.6 0.5 0.5
Costermonger, Huckster, Street Seller 1.1 0.3 0.3
General Labourer 13.1 5.2 5.3
Engine Driver, Stoker, Fireman (not railway, marine) 0.6 0.9 0.9
(注) アイルランド出生者の世帯主職業のなかで0.5％以上の職業をリストした｡
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
ンフオーマルセクターを含めた就業構造をもったものであるという特徴が明らかにされたが,
そのようなアイルランド移民の家族構造をつぎに検討しておきたい。
③ アイルランド移民の家族構造
筆者はすでにこれまでの研究でアイルランドの人口センサス個票をもちいて19世紀から20
世紀初頭の家族構造を明らかにしてきた。そこでは19世紀初頭から中期までアイルランドの
家族構造は核家族世帯が支配的形態であったが, 19世紀中頃からの不分割相続への変化, 縁
組婚の浸透により拡大家族世帯が増加し, 特に直系家族を含む多核家族世帯の存在を20世紀
初頭に確認することができた28)。ところがアイルランド本土で直系家族形成および不分割相
続から排除された継承者以外の人々はアイルランドでは未発達な工業化の都市での就業より
も海外への移住を強く求めたのである。そして1845年の大飢饉以降イギリス, アメリカ, カ
ナダへの移民が増加し, 彼らはそれぞれの国で特定のコミュニティを形成しながら移民先の
社会に適応していくことになるのである。
ところが, それらのアイルランド移民の家族はどのような特徴を持っていたのかという問
題を直接数量的に示してくれる研究はこれまでほとんどなかったといえよう。筆者の当面の
問題関心はアイルランド移民がイギリス, アメリカ, カナダという国でどのように家族形成
をしていたのかという問題を解明することにある。そこで以下においてアイルランドからイ
ギリスへの移民の家族を移民先であるイギリスにおける人口センサスの個票分析をとおして
明らかにしておきたいのである。
表７はハメル＝ラスレットによる世帯分類によりアイルランド出生者とイギリス出生者を
世帯単位で示したものであり, 表８はそれを個人単位で示したものである。まず表７によれ
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28) 拙稿,「19～20世紀におけるアイルランドの家族変動｣,『桃山学院大学社会学論集』, 372, 2004.
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表６. 個人の職業別分布 (アイルランド出身者・イギリス出身者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
Soldier and Non-commissioned officer 2.0 0.2 0.3
Domestic Indoor Servant 6.4 5.7 5.7
Charwoman 1.2 0.4 0.4
Washing and Bathing Service 1.5 0.7 0.7
Seaman (Merchant Service) 1.0 0.4 0.4
Harbour, Dock, Wharf, Lighthouse Service 1.5 0.1 0.2
Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 2.5 3.4 3.3
Bricklayer 1.4 0.5 0.4
Mason 0.9 0.4 0.4
Cotton, Cotton Goods Manifacture 3.1 1.8 1.8
Tailor 1.8 0.6 0.6
Milliner, Dressmaker, Staymaker 1.2 1.4 1.4
Shoe, Boot-Maker, Dealer 1.3 0.8 0.8
Coal Miner 1.8 1.5 1.5
Costermonger, Huckster, Street Seller 1.4 0.2 0.2
General Labourer 9.2 2.0 2.2
計 547511 24896331 25894911
(注) アイルランド出生者の職業のなかで原則として１％以上の職業をリストした｡
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
ば, アイルランド出生者は単純家族世帯が73.8％で一番多く, 拡大家族世帯が12.3％, １人
住まいが7.6％, 他方イギリス出生者は単純家族世帯が72.4％, 拡大家族世帯が13.6％, １人
住まいが7.8％であり, それらの分布にはあまり明らかな相違が見られない。したがってア
イルランド出生者の家族はイギリス出生者と同じく基本的に単純家族世帯が支配的形態であ
るといってよい。しかし, 表８には少し両者に相違が見られる。すなわち個人単位で世帯類
型を見れば, アイルランド出生者では単純家族世帯がイギリス出生者より少なく, 逆に１人
住まいでは多いということが読み取れる。そしてアイルランド出生者ではその他が9.9％で
あり, それは施設居住者が多いことを意味している。この施設には貧困施設, 病院, 刑務所,
学校, 孤児院, 海軍, 陸軍などが含まれており, アイルランド出生者からそれらを除外して
計算しなおすと, それは単純家族世帯が72.1％, 拡大家族世帯が15.7％, １人住まいが5.4％,
多核家族世帯が3.4％をそれぞれ示し, 単純家族世帯と拡大家族世帯ともにイギリス出生者
と同じ割合を示すことになる。しかし, 施設居住者の割合が多いということは, アイルラン
ド移民の持つ重要な特徴の１つであるとみなされてよく, それは彼らが家族編成に組み込ま
れていないことを意味しているからなのである。
つぎにハメル＝ラスレットによる世帯類型の下位分類でアイルランド出生者とイギリス出
生者に区分して示したのが表９, 表10である。表９と表10にはあまり顕著な相違を認めるこ
とができない。そして単純家族世帯の３d.である子供のいる寡婦に4.7％の大きな差がみら
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表８. 個人単位の世帯類型 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合計
１. 1人住まい 4.9 2.9 3.1
２. 非家族世帯 2.8 2.6 2.6
３. 単純家族世帯 65.1 72.9 72.5
４. 拡大家族世帯 14.2 15.7 15.6
５. 多核家族世帯 3.2 2.9 2.9
その他 9.9 2.8 3.3
計 547355 24896174 25894609
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
表７. 世帯単位の世帯類型 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
１. 1人住まい 7.6 7.8 7.8
２. 非家族世帯 2.8 3.8 3.7
３. 単純家族世帯 73.8 72.4 72.4
４. 拡大家族世帯 12.3 13.6 13.5
５. 多核家族世帯 2.4 2.0 2.0
その他 1.0 0.5 0.5
計 180113 5089877 5360144
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
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表９. 世帯単位の世帯類型 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
１. 1人住まい 1a 5.2 4.9 4.91b 2.4 2.9 2.9
２. 非家族世帯 2a 1.1 1.6 1.52b 1.7 2.2 2.2
2c 0.0 0.0 0.0
３. 単純家族世帯 3a 11.4 12.9 12.93b 46.6 49.0 48.8
3c 3.3 2.7 2.7
3d 12.2 7.5 7.7
3e 0.3 0.3 0.3
４. 拡大家族世帯 4a 2.9 3.2 3.24b 5.5 6.6 6.5
4c 3.0 3.0 3.0
4d 0.9 0.8 0.8
５. 多核家族世帯 5a 0.4 0.4 0.45b 1.8 1.4 1.4
5c 0.0 0.0 0.0
5d 0.2 0.2 0.2
5e 0.0 0.0 0.0
その他 1.0 0.5 0.5
計 180113 5089877 5360144
(注) ハメル・ラスレットによる世帯区分, 1a.. 寡夫・寡婦, 1b. 未婚者
2a. 同居する兄弟姉妹, 2b. 他の同居する親族, 2c. 家族関係のない同居人
3a. 子供のいない夫婦, 3b. 子供のいる夫婦, 3c. 子供のいる寡夫, 3d. 子供のいる寡婦, 3e.
子供のいる１人母
4a. 上向的拡大, 4b. 下向的拡大, 4c. 水平的拡大, 4d. 4a4cの結合
5a. 上向的副次単位を含む, 5b. 下向的副次単位を含む, 5c. 水平的副次単位を含む, 5d. 兄弟
家族, 5e. 5a5dの結合
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
表10. 個人単位の世帯類型 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
１. 1人住まい 1a 3.1 1.7 1.81b 1.8 1.2 1.3
２. 非家族世帯 2a 1.2 1.1 1.12b 1.6 1.5 1.5
2c 0.0 0.0 0.0
３. 単純家族世帯 3a 9.7 6.5 6.63b 44.9 57.5 56.9
3c 2.0 2.3 2.3
3d 8.3 6.4 6.5
3e 0.2 0.2 0.2
４. 拡大家族世帯 4a 3.8 4.0 3.94b 5.5 7.1 7.1
4c 3.8 3.6 3.6
4d 1.1 1.0 1.0
５. 多核家族世帯 5a 0.8 0.6 0.65b 1.9 2.0 2.0
5c 0.1 0.0 0.0
5d 0.3 0.3 0.3
5e 0.1 0.0 0.0
その他 9.9 2.8 3.3
計 547355 24896176 25894609
(注) ハメル・ラスレットによる世帯区分, 1a.. 寡夫・寡婦, 1b. 未婚者
2a. 同居する兄弟姉妹, 2b. 他の同居する親族, 2c. 家族関係のない同居人
3a. 子供のいない夫婦, 3b. 子供のいる夫婦, 3c. 子供のいる寡夫, 3d. 子供のいる寡婦, 3e.
子供のいる１人母
4a. 上向的拡大, 4b. 下向的拡大, 4c. 水平的拡大, 4d. 4a4cの結合
5a. 上向的副次単位を含む, 5b. 下向的副次単位を含む, 5c. 水平的副次単位を含む, 5d. 兄弟
家族, 5e. 5a5dの結合
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
れるぐらいであろうか。ところが表11の世帯にしめる夫婦家族単位数をアイルランド出生者
とイギリス出生者別に見ると相違が認められる。ここで世帯というのは「共同の住居をとも
にする人々の集団」と定義されているが, それは世帯＝家族を意味していないのである。そ
こで表11は世帯のなかで夫婦家族が何組含まれているのかを示したものである。それによる
とイギリス出生者で夫婦家族が１組である割合が87.0％で多く, ２組あるいは含まない場合
がそれぞれ4.9％と5.2％であるのに対して, アイルランド出生者では１組の夫婦家族が75.2
％と少なく２組の夫婦家族が7.4％, 夫婦家族を含まない世帯が6.9％と多い分布を示してい
ることはイギリス出生者のそれと大きな相違であるといえよう。
つまりハメル＝ラスレットによる世帯分類では両者は同じ分布を示しているように見えた
が, アイルランド出生者の場合は移民家族の性格をそこに強く内包させているものとみられ
よう。すなわち移民者がアイルランド本国での血縁や地縁を媒介に集合し, １つの住居空間
において家族を形成している傾向がそこにあるように見られるのではないか。またアイルラ
ンド出生者で１人住まいがイギリス出生者より少し多く分布していることも夫婦家族を含ま
ない数字の差に反映されており, それもアイルランド移民のもつ特徴の１つではないかと思
われるのである。
さらにアイルランド出生者とイギリス出生者の家族形成に反映されている続柄別世帯構成
を示したのが表12である。これは同居親族集団の世帯主に対する関係別構成と規模を100世
帯単位で示した値である。それによるとアイルランド出生者の世帯では16.2人, イギリス出
生者の世帯では27.3人と10人の差がそこにあることにまず注目される。そして1851年におけ
るイギリスでの親族規模が32人であることがすでに明らかにされているが29), 1881年のイギ
リス出生者の親族規模はそれよりも減少していることがわかる。つまり1881年における家族
は同居親族をあまり含まない単純家族世帯が多くなってきていることを示すものであると理
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表 11. 世帯における夫婦家族単位数 (アイルランド出生者・イギリス出生者別, ％)
アイルランド出生者 イギリス出生者 合 計
0 6.9 5.2 7.8
1 75.2 87.0 67.5
2 7.4 4.9 5.3
3 0.7 0.3 0.5
4 0.1 0.0 0.1
5 0.0 0.0 0.0
6 0.0 0.0 0.0
7 0.0 0.0 0.0
10 0.0 0.0 0.0
13 0.0 0.0 0.0
不明 9.7 2.6 3.1
(注) 割合が０％であっても, それは皆無ではない｡
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
29) Richard Wall, The Household : Demographic and economic change in England, in R. Wall (ed.) Family
Forms in Historic Europe, Cambridge University Press, 1983, 500.
解されよう。
そこでその内訳を見れば, アイルランド出生者の場合には父母, 義理の父母が双系的性格
を持ちながら, 水平的拡大親族である兄弟姉妹が４人であるものの, 下向的拡大親族である
オイ・メイ, 孫が極めて少ない分布をそこに明確に認めることができる。それに対してイギ
リス出生者では上向世代である父母が少ないものの, 水平的世代である兄弟姉妹, 下向的親
族であるオイ・メイと孫が多い分布をしていることに特徴をもつものといえる。しかし, ア
イルランド出生者とイギリス出生者とを比較をすれば, 親族以外の寄宿人や間借り人が24.2
人と24.4人であり, イギリスの11.5人と11.7人とそこに大差が明確に認められること, また
サーヴァントに関してはイギリス出生者の場合の方がアイルランド出生者のそれよりも２倍
以上多いという違いもある。このサーヴァントに関してアイルランド出生者は先述した就業
構造でみたようにイギリス出生者よりサーヴァントへの就業機会が多くなる可能性を強くも
っていたことも意味している。
したがって以上のようなアイルランド出生者の家族形成は移民による親族の下向化（特に
孫の親族への包含）の限界性, つまり世代深度の浅さ, 親族の上向世代親族との同居の維持
という状況的要素に強く規定されており, アイルランドの移民の家族形態自体がイギリスの
それよりもスリムで変形性をもつものとみなされてよいのではなかろうか。さらに移民の一
般的傾向と同じくアイルランド移民の場合にも新しいアイルランドからの移住者は血縁や地
縁をたよりに移住先を決定する傾向にあると思われるのであり, それゆえ寄宿人, 間借り人
が世帯編成に加入してくる可能性も高くなるものと考えられる。
④ 結びにかえて
以上においてアイルランド移民の地域的属性, 職業, 家族構造を概観したのであるが, そ
れを要約すれば次のようになるだろう。
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表12. 続柄別世帯構成― 100 世帯あたりの親族員数 (人)
アイルランド出生者 イギリス出生者
父母 3.1 2.1
義理の父母 3.1 1.7
兄弟姉妹 4.0 5.4
義理の兄弟姉妹 1.7 2.0
義理の子供 0.8 1.4
オイ・メイ 1.5 5.0
孫 0.6 8.4
その他の親族 1.4 1.3
親族総数 16.2 27.3
一時的訪問者 3.8 4.8
寄宿人 24.2 11.5
間借り人 24.4 11.7
サーヴァント 11.6 21.8
(出所) NAPP GB 1881 Datafile
アイルランド出生者の地域的分布に関して, それは1881年にはイギリス (イングランドと
ウエールズ) の2.2％の55万人であったがそれが, 北西部イングランドに40％が集中し, そ
れを中核としてそれ以外にロンドン, 北部イングランド, ヨークシャーの３つの地域で77％
を占めるという特徴を強くもっていた。そして彼らの職業に関しては, それは職種の特定化
されていない一般労働者が中核をしめ, それらに雑業層といわれるインフォーマル・セクタ
ーが付加されるという就業構造を示していた。したがってアイルランド出生者の家族の多く
は基本的に労働者家族とみなされてよいだろう。その家族構造の特徴を見れば, 出身国の家
族構造とは相違し, 基本的には単純家族世帯が支配的な形態であるといえよう。つまりアイ
ルランドの伝統的家族構造を規定していた相続システムや婚姻システムにアイルランドから
の移民の家族はそのような規範に拘束されないのであり, アイルランド移民の家族構造は移
民先のイギリスの家族構造と類似した性格をもっていたものと判断されよう。そして筆者が
先稿で検討したアルスター地域におけるリンネル工業地域の家族構造と基本的には類似した
構造をもつものとみなされてよい。つまり19世前半にそこでは早い段階で子供達は家族から
離家し, リンネルの織布工や紡糸工になり, 早く結婚し家族を形成するというパターンが見
られたのである。そしてその世帯構造は単純家族世帯が支配的形態であつた。つまりそれら
の家族はアイルランド農民家族における伝統的家族規範に規制されていなかったからなので
ある。したがってそれはアイルランド出生者の家族構造を特徴づける家族編成原理と基本的
に同じものとみて差し支えないだろう。
しかし, イギリス出生者の家族構造と比較すれば, アイルランド出生者の家族は移民家族
としての性格を強くもち, それは親族構成に顕著に反映されている。つまり, 一般に移民家
族は流入後の時間的限定性を持つために下向的親族分布に限界性をもちながら, それは基本
的に単純家族世帯の形態をもつが, そこに非親族的関係者がかなり多く世帯編成に内包させ
ていることも特徴といえる。しかしながら, 上向拡大親族の多さは子供が結婚を契機に家族
形成をするのではなく, 老親との同居を選択していることから判断すれば, アイルランドで
の伝統的規範にも影響されているものといえるのではないだろうか。これらの解釈は十分デ
ータにより検証されたのではなく, 今後先行研究と関係づけながら詳細なデータの分析によ
り理解されねばならない。またアンダーソンによりデータベース化された1851年センサスの
２％抽出のデータ30) を用いた1881年との２時点における家族構造の歴史的変化の追究も今
後の課題として残されている。
６．人口センサスのデータベース化に関する今後の展開
アメリカのミネソタ人口センターは1991年にすでに IPUMUSプロジェクトを立ち上げて
おり, 1850年から2000年までの人口センサスの１％サンプルがデータベース化されているが,
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30) Anderson, M. et al. National Sample from the 1851 Census of Great Britain, Essex: Data Archive, 1979.
今後それらの統合した変数とコード化による方向性やリンケージ化が予定されている31)。ま
たカナダにおける CCRI（Canadian Century Research Infrastructure）というプロジェクト
は32), オタワ大学, モントリオール大学, ヨーク大学, グエルフ大学, ヴィクトリア大学,
トロント大学などが共同して1911年, 1921年, 1931年, 1941年, 1951年におけるサンプルの
データベース化を計画している。現在それがヨーク大学とグエルフ大学で分担されてセンサ
ス個票からコンピューターにエントリーされている過程にある。またグエルフ大学のインウ
ッド (Kris Inwood) により1891年センサスのデータベース化も進行していることを付け加
えておく。
イギリスではエセックス大学データ・アーカイブ部門において JISC（The Joint
Information Systems Committee）からの基金でこれまで英国議会史料に収められていた1801
年から1931年までイギリスのセンサス報告書をオンライン化するプロジェクトが計画され33),
それは2004年に開始され2007年に終了される予定になっている。そのプロジェクトにはイン
グランドとウエールズのセンサスのみでなく, スコットランドにおける1841年から1931年の
センサス報告書, アイルランドにおける1821年から1911年のセンサス報告書, 北アイルラン
ドにおける1926年から1937年のセンサス報告書もそれらの対象になっている。さらにそこに
はそのような膨大なセンサス報告書のみではなく出生・死亡・結婚のレジスターの報告書も
そこに含まれていることは注目されてよい。
したがって今後, 以上のような各国でのセンサス関係のデータベース化が行われ, それら
を利用することができるようになればアメリカ, カナダ, イギリス, アイルランドの家族史
を詳細に追究することができるものと期待されるのである。
〔付記〕本研究を遂行するにあたって, ミネソタ大学ラグルス (Steven Ruggles) 教授, ロ
バーツ (Evan Roberts) 研究員, フィッチ (Catherine Fitch) 研究員, モントリオ
ール大学ディロン (Lisa Dillon) 教授, エセックス大学シューラー (Kevin )
教授, ウラード (Matthew Woollard) 室長に深く感謝しておきたい。なお, 本稿は
2003年度桃山学院大学特定個人研究費助成による「欧米社会における家族構造の比
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Yoshifumi SHIMIZU
The aim of this study is not only to understand the character of the NAPP (North Atlantic
Population Project) database, but also I want to use it and grasp the traditional family structure
of America, Canada, Great Britain and Ireland in the late 19th century.
First, I take up the character of the Minnesota Population Center (MPC). MPC was estab-
lished in 2000 and has been putting seven projects and one of them is NAPP.
Second, NAPP brings together compete-count census data the late nineteenth century
America, Canada, Great Britain, Iceland and Norway into a single harmonized database. This pro-
jects consistently code all variables, across in different countries. Its database contains two vari-
ables, namely the direct variables from the census returns and the constructed variables as the
household composition.
Third, I use the database of England and Wales of 1881 census returns for analyzing the family
structure of the Irish immigrants of Ireland after Great Famine.
As the result of above analyzing we had the following conclusion. 1) I found that the distribu-
tion of the Irish immigrants concentrated on the some area, namely North-Western England
(40.1%), London (14.5%), Northern England (11.7%) and Yorkshire (10.4%). 2) The head of
the household of the Irish immigrants had mainly semi-skilled and unskilled workers and informal
sectors and the ratio of their workers was approximately over the half the number. 3) On the fam-
ily structure of the Irish immigrants, the type of simple family households (73.8%) was domi-
nated in the late 19th century as well as the same type of Great Britain (72.4%). However when
we compared the type of the family by using the detailed tabulation of composition of kin group
per 100 households, we could find a small difference in the two types between the Irish immi-
grants and the native Great Britain. The family of Irish immigrants had more slim and variable
than the type of Great Britain, but it was included many borders and lodgers, because the Irish
immigrants had the limitation of the extension of kinship and the strong relations of community
spirit of Ireland.
Last, I showed the recent movements of the database of census in America, Canada and United
Kingdom in the near future.
A Study of the New Family History
based on the NAPP Database
